
商工労働部における随意契約の実績　　（平成29年度４／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1 産業政策課

極小規模離島
再生可能エネ
ルギー100％自
活実証事業委
託業務

平成30年
1月31日

15,414,840 （株）すまエコ
沖縄県宮古島市平良字
下里1357-16

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。企画提案内容及び事
業実施方法の妥当性等を総合的に評価し、選
定委員会において選定された。

2 アジア経済戦略課
沖縄県行幸啓
物産展示

平成30年
2月6日

1,994,000 (株)沖縄県物産公社 那覇市字小禄1831番地１
第167条の２
第１項第2号

　当該業務は、次に示すとおり特殊な対応を求
められる業務であることから、実施のためのノ
ウハウや十分な組織体制を必要とするととも
に、公平・中立で公的な性格を有する機関で実
施するのが適当である。

1. 準備から実施まで短期間かつ早急な対応
2. 事務の性質上、強い守秘義務
3. 商品仕入れのため、県内製造業者との広範
なネットワーク

　契約の相手方である（株）沖縄県物産公社
は、県産品卸売の最大手であり、長年にわたり
全国各地で物産展を開催してきた豊富な経験
や実績、県産品に対する知識や知見を備えて
いる。
　また、同社は県の第３セクターという公的な性
格を有しており、平成26年６月に実施された小
桜の塔及び対馬丸記念館ご訪問を始め、平成
24年11月に行われた第32回豊かな海づくり大
会における前回の行幸啓に際しても、物産展
示業務を受託し、適切に対応した実績を有す
る。

　以上のことを踏まえ、本事業の主旨、性質、
実績、事業実施の効果等を総合的に勘案する
と、事業を実施できる者として、最も適当である
と考えられることから、同社を契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約



商工労働部における随意契約の実績　　（平成29年度４／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

3 ものづくり振興課

中央監視装置･
自動制御機器
点検業務及び
環境衛生管理
業務委託
（工業技術セン
ター）

平成30年
3月19日

15,012,000 (株)久米電装
沖縄県那覇市久米２丁目
１６番２５号

第167条の２
第１項第２号

当センターに設置されているアズビル(株)の機
器の保守点検に関しては本県で特約店となっ
ているのはヤシマ工業（株）であり、その総合
点検業務を同社に代わって担っているのは
（株）久米電装のみである。

特命随意
契約

4 ものづくり振興課
庁舎機械警備
業務委託（工業
技術センター）

平成30年
3月5日

1,062,720 セコム琉球（株）
沖縄県那覇市久茂地１丁
目７番１号

第167条の２
第１項第２号

当センターの警備システムはセコム独自の規
格となっているため。

特命随意
契約

5 情報産業振興課

沖縄IT津梁
パーク中核機
能支援施設入
退室管理シス
テム復旧工事

平成30年
1月30日

8,160,210 株式会社　沖縄日立
沖縄県那覇市安謝２３０
番地

第167条の２
第１項第２号
及び同項第5

号

　本工事は、不具合が生じた入退室管理シス
テムの早期復旧を目的とした工事のため、不
具合設備について特に精通しており、的確で迅
速な施工が求められる。
　左の事業者は、本設備の製造メーカであり、
保守メンテナンスを担当していることや、不具
合の一次調査を実施していることから、これら
の条件を満たす唯一のものであるため。

特命随意
契約

6 情報産業振興課
沖縄クラウド
ネットワーク拡
充業務委託

平成30年
2月9日

300,354,902

H29沖縄クラウドネット
ワークコンソーシアム
①沖縄クロス・ヘッド株式
会社
②西日本電信電話株式
会社沖縄支店

①沖縄県那覇市旭町１番
地９号カフーナ旭橋B街
区ビル３階
②沖縄県浦添市城間四
丁目３５番１号

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く企画提案を募集し
たところ１者から応募があった。
左の事業者の企画提案内容等企画提案審査
委員会において審査したところ、受託者として
適当であるとされたため、契約の相手方として
選定した。


